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開示決定等の期限の特例規定の適用について（通知）
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令和3年12月8日にされた行政文書の開示請求については、下記のとおり、行政機関の保有す

る情報の公開に関する法律第11条の規定（開示決定等の期限の特例）を適用することとしました

ので通矧します。

開示請求のあった

行政文書の名称

法第1I条の規定

（開示決定等の

期限の特例）を

適用することと

した理由

開示決定等をす

る期限

記

平成25年4月1日付徴徴2-13ほか16課共同「『徴収事務提要』の制
定について」 （事務運営指針）

開示請求に係る行政文書が著しく大最であり、開示 ・不開示の審査に

相当の時間を要することから、開示請求があった日から60日以内にその
全てについて開示又は不開示決定（以下「開示決定等」といいます。）

をすることにより、事務処理の遂行に著しい支障が生ずるおそれがある

ため。

令和4年4月15日（金）
（令和4年2月14日（月）までに可能な部分について開示決定等を行
い、残りの部分については、上に記載する日までに開示決定等する予定
です。）
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